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動法人_PIP0

1 事業の成果
設立初年度にあたり、法人としての組織基盤を確立するため、法人の活動内容について積極的な広報

活動を行い、障がい者福祉作業所製品の認知度を向上させるとともに、出店作業所とユーザー、会員の

拡大を目指した。各種メディアヘのプレスリリースをしつつ、民間企業のMЮ法人への広告費助成制度
とSNSを活用した結果、ユーザーやボランティアの数を増やすことができた。
また東京都内の122施設がセンターの会員として参加している東京セルプで販売促進や品質向上、

業務負担軽減などを目的とした研修・講演会も積極的に行つたことにより、福祉作業所の団体や福祉法
人などで、直接相談を受けるようになつた。
サイトの認知度向上と出店作業所とユーザー、会員の拡大を最優先課題とするため、初年度は直接販

売店舗の出店事業と、ホームページヘの広告掲載事業は行わなかつた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業買の総費用 【 -200】 千円)

定款に記載
された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

障害者福祉作業
所とそれに類す
る事業者専門の
インターネット
ショッピング
モール運営事業

障害者福祉作業所と

それに類する事業者

専門のインターネッ
トショッピングモー

ル運営事業

随時
インター

ネット
2

一般
100人 -238

障害者福祉作業
所とそれに類す

る事業者のため

の商品企画・製
造・販売につい

て研修・講演会
事業

障害者福祉作業所と

それに類する事業者
のための商品企画・

製造・販売について

研修・講演会事業

(東京セルプセン

ター研修)

2ノ27

働27

東京セル
プセン
ター

(中野区
中野
5‐ 3‐32)

2

東京セル
プセン
ター会員

20人 38

障害者福祉作業
所とそれに類す

る事業者への商

品企画・製造・

販売とそれに伴
うパッケージや

ディスプレイに
ついてのコンサ

ルテイング提案

事業

障害者福祉作業所と
それに類する事業者
への商品企画・製
造・販売とそれに伴
うパッケージやディ
スプレイについての
コンサルティング提
案事業
(あとりえホットし

かはま、第二悠遊舎
など)

次年度よ
り実施

法人事務

局
2

障害者福

祉作業所
とそれに

類する事

業者

0 0



障害者福祉作業
所とそれに類す
る事業者のイベ

ント出店の代行
事業

障害者福祉作業所と
それに類する事業者
のイベント出店の代
行事業

次年度よ

り実施

法人事務
局

2

障害者福

祉作業所
とそれに

類する事
業者

0 0

障害者福祉作業
所とそれに類す
る事業者専門
の、催事を含む
直接販売店舗の
出店事業

障害者福祉作業所と
それに類する事業者
専門の、催事を含む
直接販売店舗の出店
事業

次年度よ

り実施

法人事務
局

2

障害者福
祉作業所

とそれに

類する事
業者

0 0

(2)その他の事業 (事業資の総費用 【  0 】千円)

定款に記載
された

事業名
事業内容 日時 場所

従事者

人数
事業員

(千円)

ホームページ
ヘの広告掲載
事業

次年度より実施

次年度よ

り実施

法人事務

局
0 0



法人名 :特定非営利活動法人PIPPO

活動赴墓豊
2018年 11月 22日 から2019年5月 31日 まで

位

1経常収益

1.受取会費

2.受取寄附金

3.受取助成金

4.事業収益

研修 。後援会事業収益

5.そ の他収益

預り金

経常収益計

‖経常費用

1.事業費

(1)人件■

人件費計

(2)その他経費

印刷製本費

旅費交通費

通信運搬費

支払手数料

広告宣伝費

その他経費計

事業費計

2.管理貴

(1)人件費

人件費計

(2)そ の他経費

業務委託費

印刷製本費

会議員

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

保険料

租税公課

支払手数料

支払利息

その他経費計

管理■計

経常費用計

当期経常増減額

科日 特定非営利活動に係る事凛 その他の亭議 合計

38,360

35,168

38β60

35,168

73528 73528

1,260

9,000

7,282

241,844

14β65

1260

9,000

7282

241,844

14,665

274,051 274,051

274p51 274,051

14ρ36

1,160

3,448

2,000

3,407

5,067

18,640

14,690

30β 60

3,158

14ρ36

1,160

3,“

'8
2p00

3407

5,67

18,640

14,690

30,360

3,158

95p6695,966

95,966 95,966

370,017 370ρ 17

-296489‐296,489



科 目 特定非営利活動に係る事霞 その他の事業 合計

|‖ 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

経理区分振替額

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

‐296,489 -296489

‐296489

0

0

0

-296489

0

-296,489 -296489



法人名 :特定非営利活動法人PIPPO

宣償対照塞
2019年 5月 31日 現在

(単位 :円
)

科目 金■

l資産の部

1.流動資産

現金預金

未収収益

流動資産合計

2.固 定資産

(1)有形固定責産

有形固定責産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

ll負償の部

1.流動負債

短期借入金

未払金

役員借入金

流動負債合計

2.固定負債

長期借入金

固定負債合計

負債合計

|‖ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

2740■98

35,168

2,775,666

0

2775,666

1,00,000

29,872

42499

1,072,371

1,99,784

3,072,155

‐296489

1,999,784

0

-296,489

2,775β 66



堕陽置ヒ墜記
1.重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年7月 20日 2017年12月 12日最終改正 NPO法 人会計基準協議会)によっていま

■

(1)固 定責産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

無形固定責産は、法人税法の規定に彗づいて定観法で償却をしています。

(2)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計練書に針上しています。また計上額の算定方法は
'3.施

設の提供等の物的サー

ビスの受入の内訳」に配餞しています。

(3)ポランティアによる役務の提供

ポランティアによる役務の提供は、「4.活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳」として注記

しています。

(4)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事業別損益の状況

事業別損益の状況は以下の通りです。

(単位 :

1経常収益

1.受取会費

2.受取寄附金

3.受取助成金等

4.事業収益

5.その他収益

経常収益計

|1経常費用

(1)人件■

人件費計

(2)そ の他経費

業務委託員

印刷製本貴

会議員

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

保険料

租税公課

支払手数料

支払利息

広告宣伝贅

その他経費計

科目

障害者福祉作業所とそれに類す

る事繁者専門のインターネット

ショッピングモール運営亭彙

障害者福祉作業所とそれに類する

=業
者のための商品企日・製造・

販売について研修・■洟会事業

事業部門

合計

管理都

円
合計

0

0

0

0

35,168

0

0

0

38β60

0

0

0

0

38β60

35,168

0

0

0

38β60

35,168

35,168 38,360 73528 73,528

0

1260

0

9,000

7,282

0

0

0

241,844

0

14,665

14,036

1,160

3,448

2,000

3407

5,067

18,640

14,690

30,360

3,158

0

14,036

2,420

3,″18

11000

10,689

5,067

18,640

14,690

272204

3,158

14,665

0

1260

0

9ρ00

7,282

0

0

0

241β 44

0

14,665

95p66 370017274,051 274,051



科 目

暉害者福祉作業所とそれに類す

る事彙者専円のインターネット

ショッピングモール題営事業

障害者福祉作業所とそれに類する

事彙者のための商品企口・製造・

販売について研修 。口演会事彙

事業部門

合計

管理椰

円
合計

経常費用計

当期経常増減額

274,051 274,051 95,966 370,17

‐238■ 83 38,360 ‐200523 ‐95,966 -296489

3.借入金の増減内訳

僣入金の増減は以下の通りです。

位

4.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

単位 :

科 目 期首残高 当期僣入 当期返済 期末残高

短期僣入金

長期借入金

10,000,000

lp99,78レ :

10,000p00

1,99784

科目 財務籠表に計上された金額 内、役員との取引 内、近織者及び支配法人薔との取引

役員僣入金 42,499 42,499



法人名 :特定非営利活動法人PIPPO

量産旦銀
2019年5月 31日 現在

単位 :

科 目 金額

2,775,666

1,072,371

1,999784

2,775β 66

3p72,155

‐296,489

l資産の部

1.流勁責産

現金預金

未収収益

流動資産合計

2.固定責産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

{3)投資その他の資産

投資その他の責産計

固定責産合計

資産合計

l!負債の部

1.流動負債

短期僣入金

未払金

役員借入金

流動負債合計

2.固定負債

長期僣入金

固定負債合計

負債合計

正味財産



書式第 18号 (法第 28条関係)

事業報告用

20184F綱賞:自F『ξl名芝fミ,4LI異草ピ11'「
管場ξお碁驚:Fを 3蕎二皇撃農2倉19霜品務著集馨量格

特 宇 非 営 利 活動 法 人PIPP0

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

山
」

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役名
どちらかにC

(フ リガナ)

住所又は居所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間
(該 当者のみに記入)氏名

モリイ ユウキ 2018年 11月 22日

2019年 6月 31日

年  月  日

年  月  日森井 優希

〇
・監事

ナカムラ ハナコ 2018年 11月 22日

2019年 6月 31日

年  月  日

年    月    日中村 華子

C壺)・ 監事
ウンノ マキ

海野 真紀

2018年 11月 22日

2019年 6月 31日

年    月    日

年  月  日

ノ
´｀

ヽ

理事・鰻壁リ

ヨコウチ ヤスユ

横内 康行

2018年 11月 22日

2019年 6月 31日

年   月  日

年  月  日

理事・ 監事
年   月 日

日年 月

年  月  日

年  月  日

理事・監事
年   月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

7 理事 。監事
年 月

月

日

年 日

年  月  日

年  月  日

8 理事・ 監事
年  月  日

年 月 日

年   月 日

日年   月

9 理事・監事
年   月  日

年   月  日

年   月  日

年  月  日

10 理事・監事
年 月

月

日

年 日

年  月  日

年   月  日

⌒

Qラ
)・ 監事



書式第4号 〈法第10条 。第28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社 員の うち 10人 以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人P1220

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 森井 優希

2 中村 華子

3 海野 真紀

4 横内 康行

5 鶴岡 正明

6 桑原 芳校

7 岩永 敏朗

8 鈴木 奈緒美

9 森丼 泰弘

10 笠松八ンナ


